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東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 丸の内 ＭＹ ＰＬＡＺＡ（明治安田生
命ビル）１６階 伊東国際特許事務所
代理人弁理士 大貫 進介

　特願２０１３－１３９７３０「ディジタル・ビデオの高速チャンネル切り
換えの方法及び装置」拒絶査定不服審判事件〔平成２５年１１月　７日出願
公開、特開２０１３－２２９９２１〕について、次のとおり審決する。

結　論
　本件審判の請求は、成り立たない。

理　由
１　手続の経緯・本願発明

　本願は、２００７年（平成１９年）７月２５日（パリ条約による優先権主
張外国庁受理２００６年７月２８日、米国）を国際出願日とする出願である
特願２００９－５２１８３２号の一部を平成２５年７月３日に新たな特許出
願としたものであって、その手続の経緯は以下のとおりである。

　平成２６年　４月　２日付け：拒絶理由の通知
　平成２６年１０月　７日　　：意見書、手続補正書の提出
　平成２７年　１月　７日付け：拒絶理由（最後の拒絶理由）の通知
　平成２７年　７月１３日　　：意見書、手続補正書の提出
　平成２８年　２月　４日付け：拒絶理由の通知
　平成２８年　８月　９日　　：意見書、手続補正書の提出
　平成２８年　８月２５日付け：拒絶査定
　平成２８年１２月２８日　　：審判請求書の提出
　平成２９年　１月１２日付け：手続補正の指令
　平成２９年　２月１５日　　：手続補正書（請求の理由）の提出

　そして、本願の請求項１乃至２０に係る発明は、平成２８年８月９日付け
の手続補正で補正された特許請求の範囲の請求項１乃至２０に記載された事
項により特定される発明であり、請求項３に係る発明（以下、「本願発明」
という。）は次のとおりの発明である。（なお、符号は当審で付したもので
ある。）

「（Ａ）ディジタル・ビデオの高速チャンネル切り換えの方法であって、



（Ｂ）通常ビデオ・データ及びチャンネル切り換えビデオ・データを受信す
る工程と、
（Ｃ）通常ビデオ・ストリームとチャンネル切り換えビデオ・ストリームと
の間の同期化を行うために共通のシステム・クロックを使用して、前記通常
ビデオ・データ及び前記チャンネル切り換えビデオ・データをそれぞれ通常
ビデオ・ストリーム及びチャンネル切り換えビデオ・ストリームに符号化す
る工程とを含み、
（Ｄ）前記通常ビデオ・ストリーム及び前記チャンネル切り換えビデオ・ス
トリームは、トランスポート・レベルで伝送するために別個に符号化され、
（Ｅ）前記チャンネル切り換えビデオ・ストリームは、前記通常ビデオ・ス
トリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低い解像度、前記通
常ビデオ・ストリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低いフ
レーム・レート、及び前記通常ビデオ・ストリームにおける通常ストリーム
符号化ピクチャよりも低いビット・レートのうちの少なくとも１つを有する
チャンネル切り替えストリーム符号化ピクチャを含む、
（Ａ）方法。」

２　引用例

　原査定の拒絶の理由に引用文献１として引用された、本願の優先権主張日
前に頒布された刊行物である国際公開第２００５／０４３７８４号（以下、
「引用例」という。）には、図面とともに以下の事項が記載されている。
（なお、下線は当審で付したものである。）

（ア）「本発明は、複数サービスが多重化された放送波の受信技術に関し、
特に、携帯端末向けデジタルデータ放送の受信方法および受信装置に関す
る。」（段落０００１）

（イ）「本発明によれば、高品質なバーストデータ（第１のストリーム）と
低品質な連続データ（第２のストリーム）とが多重されて伝送される放送波
を受信し再生する。その際、通常視聴時は、第１のストリームを間欠受信す
ることで、消費電力を押さえることができ、ザッピング視聴時は、常時受信
可能な連続データ（第２のストリーム）を再生することで、選局時の待ち時
間を短縮することができる。」（段落００２２）

（ウ）「図１は、本発明の受信装置が受信する放送局からの送信信号の生成
方法を説明する図である。」（段落００２８）

（エ）「１は、デジタル放送ヘッドエンド、２，３，４，５，６は、サービ
スＳ１，Ｓ２，Ｓ３，Ｓ４，Ｓ５のコンテンツソースである。それぞれのコ
ンテンツは高品質と低品質、の２種類の品質にエンコードされ、高品質の
ＩＰ（インターネットプロトコル）パケット７と、低品質のＩＰパケット
７ｂが生成される。各コンテンツソースには、ＩＰパケット７を生成する高
品質用エンコーダと、ＩＰパケット７ｂを生成する低品質用エンコーダが含
まれ、それぞれ独立したリアルタイムエンコーダで構成される。高品質エン
コーダには、リアルタイムを示す内部時計ＣＬａを有する一方、低品質エン
コーダにも、リアルタイムを示す内部時計ＣＬｂを有する。言うまでもな
く、内部時計ＣＬａの時刻と、内部時計ＣＬｂの時刻は、一致している。」
（段落００２９）

（オ）「高品質エンコーダは、映像信号及び／または音声信号を含むコンテ
ンツを、平均伝送レート３５０ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮することができる
ものである。低品質エンコーダは、同じコンテンツを、平均伝送レート
６４ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮することができるものである。」（段落
００３１）

（カ）「処理部ＰＰ１では、図２１に示すように、ＩＰパケット７を
ＤＳＭ－ＣＣ（デジタルストーレッジメディアコマンドアンドコントロー
ル）セクションに変換し、更にＴＳ（トランスポートストリーム）パケット



に変換する。」（段落００３６）

（キ）「送られてきたＩＰパケット７ｂは、処理部ＰＰ２に送られ、処理部
ＰＰ１と同様にして、ＩＰパケットからＴＳパケットに変換される。」（段
落００４２）

（ク）「マルチプレクサ１２は、処理装置８からの高品質のＴＳパケット、
処理装置９からの低品質のＴＳパケット、ＰＳＩ生成器１８からのＰＳＩの
ＴＳパケットの３種類の入力を受け、これらを一本のストリームに組み込
む。」（段落００４７）

（ケ）「マルチプレクサされたストリームは、伝送チャンネル１４として、
送信機１３に渡され、送信機１３を介して伝送路に送出される。」（段落
００４７）

（コ）図１には、コンテンツソース２乃至６からの各出力として、高品質の
ＩＰパケット７の列及び低品質のＩＰパケット７ｂの列が記載されている。

　上記摘記事項に基づき、次の技術的事項が記載されているものと認められ
る。

（１）上記摘記事項（ア）乃至（ウ）によれば、
（ａ）デジタルデータ放送の受信装置が受信する放送局からの送信信号の生
成方法であって、通常視聴時は、高品質なデータ（第１のストリーム）を受
信し、ザッピング視聴時は、低品質なデータ（第２のストリーム）を再生す
ることで、選局時の待ち時間を短縮することができるもの
が記載されているものと認められる。

（２）上記摘記事項（エ）及び（コ）によれば、
（ｂ）各サービスのコンテンツソースには、高品質のＩＰパケットの列を生
成する高品質用エンコーダと、低品質のＩＰパケットの列を生成する低品質
用エンコーダが含まれ、それぞれ独立したリアルタイムエンコーダで構成さ
れ、前記高品質エンコーダ及び低品質エンコーダは、リアルタイムを示す内
部時計ＣＬａ及びＣＬｂをそれぞれ有し、前記ＣＬａとＣＬｂは時刻が一致
していること
が記載されているものと認められる。

（３）上記摘記事項（オ）によれば、
（ｃ）高品質エンコーダは映像信号等を含むコンテンツを平均伝送レート
３５０ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮することができるものであり、低品質エン
コーダは同じコンテンツを平均伝送レート６４ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮す
ることができるものであること
が記載されているものと認められる。

（４）上記摘記事項（カ）乃至（ケ）によれば、高品質のＩＰパケット及び
低品質のＩＰパケットがＴＳパケットに変換され、当該高品質のＴＳパケッ
ト及び低品質のＴＳパケットが一本のストリームに組み込まれ、前記スト
リームが送信機に渡され、送信機を介して伝送路に送出されるものであるか
ら、
（ｄ）上記高品質のＩＰパケット及び低品質のＩＰパケットはＴＳパケット
に変換され、送信機を介して伝送路に送出されること
が記載されているものと認められる。

　以上（１）乃至（４）に基づき、引用例には次の発明（以下、「引用発
明」という。）が記載されているものと認められる。

「（ａ）デジタルデータ放送の受信装置が受信する放送局からの送信信号の
生成方法であって、通常視聴時は、高品質なデータ（第１のストリーム）を
受信し、ザッピング視聴時は、低品質なデータ（第２のストリーム）を再生
することで、選局時の待ち時間を短縮することができ、



（ｂ）各サービスのコンテンツソースには、高品質のＩＰパケットの列を生
成する高品質用エンコーダと、低品質のＩＰパケットの列を生成する低品質
用エンコーダが含まれ、それぞれ独立したリアルタイムエンコーダで構成さ
れ、前記高品質エンコーダ及び低品質エンコーダは、リアルタイムを示す内
部時計ＣＬａ及びＣＬｂをそれぞれ有し、前記ＣＬａとＣＬｂは時刻が一致
しており、
（ｃ）高品質エンコーダは映像信号等を含むコンテンツを平均伝送レート
３５０ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮することができるものであり、低品質エン
コーダは同じコンテンツを平均伝送レート６４ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮す
ることができるものであり、
（ｄ）上記高品質のＩＰパケット及び低品質のＩＰパケットはＴＳパケット
に変換され、送信機を介して伝送路に送出される、
（ａ）方法。」

３　対比

　本願発明と引用発明を対比する。

（１）本願発明の構成（Ａ）について
　引用発明の構成（ａ）における「デジタルデータ放送の受信装置が受信す
る放送局からの送信信号の生成方法であって、」「ザッピング視聴時」の
「選局時の待ち時間を短縮することができる方法」は、前記ザッピング視聴
とはチャンネルを次々と切り換えることであるから、本願発明の構成（Ａ）
である「ディジタル・ビデオの高速チャンネル切り換えの方法」に相当す
る。

（２）本願発明の「通常ビデオ・ストリーム」及び「チャンネル切り換えビ
デオ・ストリーム」について
　引用発明の構成（ａ）において、「高品質なデータ（第１のストリー
ム）」は、通常視聴時に受信するものであり、「低品質なデータ（第２のス
トリーム）」は、ザッピング視聴時に再生するものであるから、引用発明の
「高品質」及び「低品質」が、それぞれ本願発明の「通常」及び「チャンネ
ル切り換え」の場合に対応し、引用発明の構成（ｂ）における「高品質の
ＩＰパケットの列」及び「低品質のＩＰパケットの列」は、それぞれ本願発
明の構成（Ｃ）における「通常ビデオ・ストリーム」及び「チャンネル切り
換えビデオ・ストリーム」に相当する。

（３）本願発明の構成（Ｃ）について
　引用発明の構成（ｂ）は、「各サービスのコンテンツソースには、高品質
のＩＰパケットを生成する高品質用エンコーダと、低品質のＩＰパケットを
生成する低品質用エンコーダが含まれ、それぞれ独立したリアルタイムエン
コーダで構成され」ているから、本願発明の構成（Ｃ）における「通常ビデ
オ・データ及び前記チャンネル切り換えビデオ・データをそれぞれ通常ビデ
オ・ストリーム及びチャンネル切り換えビデオ・ストリームに符号化する工
程」に相当する工程を備えている。
　ただし、本願発明では、「通常ビデオ・ストリームとチャンネル切り換え
ビデオ・ストリームとの間の同期化を行うために共通のシステム・クロック
を使用」する構成をとるものであるのに対し、引用発明では、「高品質エン
コーダ及び低品質エンコーダは、リアルタイムを示す内部時計ＣＬａ及び
ＣＬｂをそれぞれ有し、前記ＣＬａとＣＬｂは時刻が一致して」いる構成を
とるものである点で、両者は相違する。

（４）本願発明の構成（Ｂ）について
　引用発明の構成（ｂ）における、高品質用エンコーダ及び低品質用エン
コーダの各々が、エンコード処理を行うために、その処理対象であるコンテ
ンツのデータ信号を受けるものであることは当然であるから、引用発明は、
本願発明の構成（Ｂ）である「通常ビデオ・データ及びチャンネル切り換え
ビデオ・データを受信する工程」に相当する工程を備えているものといえ
る。



（５）本願発明の構成（Ｅ）について
　引用発明は、「高品質エンコーダはコンテンツを平均伝送レート
３５０ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮することができるものであり、低品質エン
コーダは同じコンテンツを平均伝送レート６４ｋｂｐｓでＭＰＥＧ４圧縮す
ることができるものである」（構成（ｃ））から、本願発明の構成（Ｅ）に
おける「前記チャンネル切り換えビデオ・ストリームは、」「前記通常ビデ
オ・ストリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低いビット・
レート」（以下、「構成要素（α）」という。）「を有するチャンネル切り
替えストリーム符号化ピクチャを含む」に相当する構成を備えている。
　さらに、同構成（Ｅ）における構成要素（α）以外の構成要素である「前
記通常ビデオ・ストリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低
い解像度」及び「前記通常ビデオ・ストリームにおける通常ストリーム符号
化ピクチャよりも低いフレーム・レート」についてみても、同構成（Ｅ）に
おいては、上記構成要素（α）とあわせた三者のうちの「少なくとも１つを
有する」ものとされているため、上記構成（ｃ）は、本願発明の構成（Ｅ）
である「前記チャンネル切り換えビデオ・ストリームは、前記通常ビデオ・
ストリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低い解像度、前記
通常ビデオ・ストリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低い
フレーム・レート、及び前記通常ビデオ・ストリームにおける通常ストリー
ム符号化ピクチャよりも低いビット・レートのうちの少なくとも１つを有す
るチャンネル切り替えストリーム符号化ピクチャを含む」に相当するものと
いえる。

（６）本願発明の構成（Ｄ）について
　引用発明は、「高品質のＩＰパケット及び低品質のＩＰパケットはＴＳパ
ケットに変換され、送信機を介して伝送路に送出される」もの（構成
（ｄ））であり、かつ、前記高品質のＩＰパケット及び低品質のＩＰパケッ
トは別個に符号化されているもの（構成（ｂ））であるから、引用発明は、
本願発明の構成（Ｄ）である「前記通常ビデオ・ストリーム及び前記チャン
ネル切り換えビデオ・ストリームは、トランスポート・レベルで伝送するた
めに別個に符号化され」に相当する構成を備えている。

　すると、本願発明と引用発明とは、次の点で一致する。

「（Ａ）ディジタル・ビデオの高速チャンネル切り換えの方法であって、
（Ｂ）通常ビデオ・データ及びチャンネル切り換えビデオ・データを受信す
る工程と、
（Ｃ’）前記通常ビデオ・データ及び前記チャンネル切り換えビデオ・デー
タをそれぞれ通常ビデオ・ストリーム及びチャンネル切り換えビデオ・スト
リームに符号化する工程とを含み、
（Ｄ）前記通常ビデオ・ストリーム及び前記チャンネル切り換えビデオ・ス
トリームは、トランスポート・レベルで伝送するために別個に符号化され、
（Ｅ）前記チャンネル切り換えビデオ・ストリームは、前記通常ビデオ・ス
トリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低い解像度、前記通
常ビデオ・ストリームにおける通常ストリーム符号化ピクチャよりも低いフ
レーム・レート、及び前記通常ビデオ・ストリームにおける通常ストリーム
符号化ピクチャよりも低いビット・レートのうちの少なくとも１つを有する
チャンネル切り替えストリーム符号化ピクチャを含む、
（Ａ）方法。」

　一方で、引用発明は、以下の点（以下、「相違点」という。）で本願発明
と相違する。

　「通常ビデオ・データ及び前記チャンネル切り換えビデオ・データをそれ
ぞれ通常ビデオ・ストリーム及びチャンネル切り換えビデオ・ストリームに
符号化する工程」（構成（Ｃ’））において、本願発明では、「通常ビデ
オ・ストリームとチャンネル切り換えビデオ・ストリームとの間の同期化を
行うために共通のシステム・クロックを使用」する構成をとるものであるの
に対し、引用発明では、「高品質エンコーダ及び低品質エンコーダは、リア
ルタイムを示す内部時計ＣＬａ及びＣＬｂをそれぞれ有し、前記ＣＬａと



ＣＬｂは時刻が一致して」いる構成をとるものである点。

４　判断

　そこで、上記相違点について検討する。

　システム・クロックを装置等における内部時計により生成することは、一
般的な周知慣用技術と認められる。
　また、引用発明における両エンコーダにおいて時刻が一致している内部時
計を用いることが、両者の符号化処理を同期して行うためであることは、当
然の事項である。
　そして、同じ情報を用いる際にそれらに係る構成を共通化することは技術
分野を問わず慣用の技術と認められるから、高品質用エンコーダ及び低品質
用エンコーダが、同じコンテンツソースからのコンテンツに対し時刻が一致
した内部時計により生成されるシステム・クロックに基づきエンコードを行
う、という引用発明の構成において、システム・クロックを共通とすること
は、当業者により格別の困難なく想起されうるものである。

　そして、本願発明の奏する効果についてみても、引用例及び周知慣用技術
から当業者が十分に予測できたものであって、格別なものとはいえない。

　したがって、本願発明は、その出願の優先権主張日前に頒布された刊行物
である引用例に記載された発明及び周知慣用技術に基づいて、当業者が容易
に発明をすることができたものである。

５　むすび

　以上のとおり、本願発明は、引用例に記載された発明及び周知慣用技術に
基づいて当業者が容易に発明をすることができたものであるから、特許法第
２９条第２項の規定により特許を受けることができない。

　したがって、その余の請求項について論及するまでもなく、本願は拒絶す
べきものである。

　よって、結論のとおり審決する。

平成２９年１２月１９日

　　審判長　　特許庁審判官 清水 正一
特許庁審判官 樫本 剛
特許庁審判官 小池 正彦

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を
被告として、提起することができます。

〔審決分類〕Ｐ１８　　．１２１－Ｚ　　（Ｈ０４Ｎ）

出訴期間として９０日を附加する。
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